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研究成果の概要（和文）：本研究では、産業構造の違いを資本集約度で表し、異なる産業が複数存在する最適経済成長
モデルにおいて、産業構造の変化が経済成長及び動学的変動に与える影響について理論的に分析を行った。資本集約的
な消費財と労働集約的な投資財を生産する２つの産業が存在するケースでは、産業間の資本集約度の差がある程度存在
すると、経済の変動は小さく、長期の均衡へ単調に収束しいくことが分かった。一方で、資本集約度の差が小さくなり
、２つの産業の構造が似通ってくると、最適経路は複雑となり長期均衡周辺で変動を続けながら収束していくことが分
かった。

研究成果の概要（英文）：This research project focuses on an optimal economic growth model with multiple 
heterogeneous industries and analyzes how an economy behaves dynamically when there is a change in 
industrial structure which is captured by a change in relative capital intensities between two 
industries. We consider the case when one industry produces capital intensive consumption goods and the 
other produces labor intensive investment goods. On one hand, if a difference of capital intensities 
between two industries is large enough, there is less fluctuations and an optimal program converges 
monotonically to the long-run equilibrium. On the other hand, if the difference becomes small and the 
structures of two industries are close enough, an optimal program becomes more complicated and there is 
continuous fluctuations around the long-term equilibrium.

研究分野： 経済成長、経済動学理論
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１．研究開始当初の背景 

経済システムには、品不足になれば供給を

増やすインセンティブが生じたり、必要なも

のを渇望することで新製品が開発されると

いった自己修正とも言える機能とともに、将

来への期待がバブルやその崩壊をもたらす

といった不安定性が共存する。リーマンショ

ック後の現代経済は、まさに自己修正機能と

不安定性が絡み合うダイナミックな状況に

あると考えらえる。経済動学理論ではカオス

やサイクルという形でこの状況を捉えてい

るが、ミクロ的な視点が捨象されることが多

く、より実効性のある産業政策を考える上で

は不十分であった。 

経済動学理論の分野では、Benhabib and 

Nishimura(1985, Journal of Economic 

Theory)を皮切りに最適成長モデルを用いて

内生的な景気循環を説明する研究が活発に

行われてきた。時間が離散的で、産業が２つ

存在するような経済（2 部門モデル）では、

それぞれの部門の生産関数が新古典派型生

産関数であっても、変数間に非線形性が生じ

ることでサイクルやカオスといった複雑な

最適経路を生む可能性があることが分かっ

ている。 

特 に 、 Nishimura and Yano (1995, 

Econometrica)はレオンチェフ型生産関数を

持つ2部門モデルというシンプルな経済構造

においても最適経路がカオスとなることを

示した。最近では、Fujio (2009, Japanese 

Economic Review)が同じモデルを用いて、最

適経路の詳細な導出を行っており、産業間の

資本集約度の相対的な違いが経済変動を特

徴づけていることを示している。しかし、こ

れらの研究では産業の資本集約度は時間を

通じて一定であり、長期的な経済の成長や変

動を分析する上で重要であろう産業構造の

変化が捨象されている点は否めない。 

経済成長の牽引役として産業レベルの行

動に注目する分析は、近年産業組織論の最先

端の研究として発展している。特に、Aghion 

and Howitt (1992, Econometrica)を始めと

して、いわゆるシュンペーターの「創造的破

壊」をモデル化する動きが注目されている。

例えば、Klette and Kortum (2004, Journal 

of Political Economy) や Lentz and 

Mortensen (2008, Econometrica)は内生的経

済成長モデルを拡張し、生産性が異なる企業

の行動や、各産業内での参入・退出、さらに

は集計した経済全体の生産性の変化を分析

している。しかし、これらの文献では生産性

が向上するといった産業の「興隆」部分のみ

に注目しており、「衰退」の分析には重きが

置かれていない。現代の先進経済には急速に

衰退していく産業も多く、今後、東アジアの

発展成長が見込まれるなか、我が国にも数多

く衰退市場が形成されていくと考えられる。

しかしその衰退をも考慮した経済成長の研

究は、筆者の知る限り存在しない。 

そもそも衰退産業に焦点を当てた研究は

少 な く 、 最 近 で は Ota(2011,Review of 

Development Economics)において衰退産業に

おける価格競争が研究され、今まで外生的に

扱われてきた需要の衰退を内生化すること

に成功している。この内生的な需要衰退は経

済が成長する中で起きる産業の興隆や衰退

を表現できる一手段であると考えている。 

また、産業の移り変わりと経済成長を結び

つける本研究の考えは、「市場の質理論」と

近いと言える。市場の質理論とは、矢野誠教

授（京都大学経済研究所）によって提唱され

た、現代経済の健全な発展・成長には高質な

市場が必要だという理論である。そこでは市

場を経済活動を通じて生成される内生的な

機構と定義し、市場の質が上昇するためには

産業革命のような大きな変化とともに、法制

度などの市場を支える諸々のインフラを整

える必要があると考える。アプローチが違う

ものの、現代経済を分析するうえで産業の移

り変わりと経済成長の関連に注目している



ことは、本研究の重要性を示唆するものだと

考える。 

 

２．研究の目的 

これらの先行研究の結果を踏まえ、本研究

は経済成長における産業の役割を明示的に

モデル化し、産業の興隆や衰退が経済の変動

に与える影響を解明することを目的として

定めた。具体的には以下の 3 点に着目する。 

（１）複数部門からなる最適経済成長モデ

ルに産業構造の変化を導入し、均衡経路の動

学的な特徴を明らかにする。（２）（１）の

モデルに産業が衰退する側面を明示的に導

入したモデルを構築する。（３）構築された

モデルに基づいて、経済成長を促進させるよ

うな産業政策の考察を行うものである。 

 

３．研究の方法 

研究目的（１）においては、複数部門から

なる経済成長モデルに産業の構造変化を組

み込み、経済成長の原動力として産業の役割

を分析する。具体的にどのように産業の構造

変化を導入するかが重要な検討課題である

が、一つの解決策は部門の違いを表すパラメ

ターを変化させることだと考えている。通常

の2部門経済成長モデルでは生産関数のパラ

メター（または産業の資本集約度）が資本財

部門と消費財部門を区別している。産業の興

隆や衰退といった産業構造の変化は部門の

特徴が変化することと考えられるので、その

パラメターが内生的または外生的に時間を

通じて変化をするモデルを考察する。 

まずは最も単純なレオンチェフ型生産関

数を持つ 2部門モデルにおいて、資本集約度

の変化が最適経路にどのように変化を与え

るかについて考察し、その後、より一般的な

新古典派型生産関数モデルへと拡張を行う。 

研究目的（２）は産業が衰退する側面を含

む経済成長モデルの構築である。産業の衰退

は、消費者がその財を購入しないことに始ま

る。そして全ての消費者が一気に購入をやめ

るのではなく、徐々に購入しない消費者が増

えることによって産業の衰退を表現できる。

つまり、消費者の間に存在する財に対する選

好の違いが産業の衰退を表す重要なポイン

トであると予想される。したがってここでは、

消費者の選好に対する異質性を導入した経

済成長モデルの構築を目指す。 

まずは、Ota(2011,Review of Development 

Economics)のモデルにもとづいて、消費者行

動の変化をモデルに導入することを計画し

ている。すでにいくつかの経済成長モデルで

は消費者の行動を含めて分析できるように

なっているので、計画通りに進まないことが

あるとしたら、産業衰退の源泉となる消費者

の異質性（選好の違い）に関するモデル化だ

ろう。その場合は、既存の財が外生的に新し

いものに取って代わられることを産業の衰

退と定義して対処したい。 

研究目的（３）については、目的（１）目

的（２）で分析したモデルに政策を導入した

際に、均衡経路がどのように変化するか理論

的に明らかにする。モデルが複雑で分析が困

難な場合は Matlab 等を用いて均衡経路のシ

ミュレーションを行う。 

 

４．研究成果 

研究開始当初に計画していた以上に目的

（１）と目的（２）の分析に時間がかかって

しまい、目的（３）に関しては大きな研究成

果は出せなかった。主な研究成果は以下の点

である。 

最も簡単なケースとして、産業の違いを資

本集約度（生産における労働 1単位あたりの

資本量）で表し、異なる資本集約度を持つ産

業が２つ存在する最適経済成長モデルにお

ける分析をおこなった。２つの産業は、最終

消費財として消費にのみ使用される財を作

る産業と中間財として生産にのみ使用され

る投資財を作る産業とした。それぞれの産業



における資本集約度は時間を通じて一定と

した場合、最適経路は以下のような動学的特

徴を持つことが明らかとなった。 

（１）最終消費財を生産する産業がより資

本集約的である時は、２つの産業間の資本集

約度の違いに応じて、最適成長経路は単調で

安定的に収束するケース、サイクルを起こし

ながら収束するケース、2 周期解に収束して

いくケースなど、最適経路が複雑に変化する

ことが明らかとなった。特に、サイクルを起

こすケースでは、長期均衡における資本スト

ックに対して各期の資本ストックは過少・過

多という状態を繰返し、時間を通じて調整さ

れていく。産業間の資源配分も長期均衡へ収

束するまでは常に変動し、消費・投資ともに

増加と減少を繰り返す。 

（２）また、２つの産業間の資本集約度に大

きく差がある場合は最適経路は安定的とな

るが、２つの産業間の差が小さくなり産業構

造が似通ってくると、最適経路がより複雑に

なることが分かった。資本集約度が近いほど、

長期均衡の安定的な資源配分の達成には時

間がかかり、特に将来の効用を大きく割り引

くケースにおいては必ずしも長期均衡へ収

束しない可能性があることも分かった。 

（３）投資財を生産する産業がより資本集

約的である時は２つの産業間の資本集約度

の違いに関わらず、短期間に長期均衡へ単調

で安定的に収束していくことが明らかにな

った。 

ここまでの分析結果では資本集約度は外

生的としているが、より一般的な生産関数を

仮定し産業の資本集約度がモデルの中で内

生的に決まるケースについても考察を行っ

た。モデルが複雑になるため、２部門間にお

ける相対的な資本集約度が常に一定のケー

スと、資本集約度が均衡経路上において２部

門間で逆転する可能性を含むケースとに分

けて分析を行っている。１つめのケースに関

しては、均衡経路の結果は資本集約度を外生

的で所与とした場合と大きく異なる結果は

得られなかった。２つ目のケースについては

継続して分析を行っている。また、複数の異

質な企業からなる産業を経済成長モデルに

組込み産業内の変化が経済成長にどのよう

な影響をもたらすか、需要側から引き起こさ

れる産業の衰退をどのように経済成長モデ

ルに組み込めるか等、今後の研究課題として

本研究の拡張を行っていきたい。 
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